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教育贈与専用預金 

 

平成 27 年 11 月 20 日現在 

１．商品名 ○ 教育贈与専用預金 

２．預金の種類 
○ 普通預金（別途、教育資金管理特約を締結いただきます） 

○ なお、総合口座はご利用いただけません。 

３．本商品の目的 

○ 預金者（受贈者）の教育に必要な教育資金の管理を目的とする預金です。 

○ 租税特別措置法第70条の2の2の規定に基づき、直系尊属から教育資金の一括

贈与を受けた場合において、贈与税の非課税措置の適用を受けるために開設

します。 

○ したがって、預け入れる金銭の使途は、専ら預金者の教育資金とすることが

予定され、預金者が教育資金非課税措置の適用を受けるために必要とされる

書類をご提出いただきます。 

４．ご利用いただける方 

○ 以下の全ての条件を満たす方にご利用いただけます。 

①：口座開設時点において30歳未満であること 

②：直系尊属（曾祖父母・祖父母・父母等）との間で、自身を受贈者とする 

  贈与契約を書面で締結し、かつ口座開設時にその契約書の原本を提示出  

  来ること 

③：②の契約に基づき取得した金銭を、取得した日から２か月以内かつ平成 

  25年4月1日から平成31年3月29日までに預金として預け入れること 

④：ご提出頂いた教育資金非課税申告書を当行が受理（※）すること 

※：教育資金非課税措置の適用を受ける金額として1,500万円を超える   

  金額が記載されている、当行の他の支店もしくは営業所または他の   

金融機関に提出されている場合等は受理出来ません 

５．お受付期間 ○ 平成31年3月29日まで 

６．お預け入れ期間 

  （終了事由） 

○ 以下のいずれか早い日に教育資金管理特約は終了します。その場合、本預金 

はただちにご解約いただきます。 

（通常の普通預金として引き続きご利用いただくことはできません。） 

①：預金者が30歳となられた場合 

②：預金者がお亡くなりになられた場合 

③：残高が零となり、かつ預金者と当行で特約終了の合意があった場合 

７．中途解約 ○出来ません。 

８．お預け入れに関する事項 

（１）預入方法 

（２）預入金額 

（３）預入単位 

（１）窓口でのみお預け入れできます。 

（２）100万円以上、1,500万円以内 

（３）１円単位 

９．お引き出しに関する事項 

○ 窓口でのみお引き出しできます。 

ただし、非課税措置の適用を受けるためには、引き出された資金について、  

教育資金の支払に充当されたことが確認できる領収書等の提出が必要となり

ます。 

１０．手数料 ○ 無料です。 

１１．利息に関する事項 

（１）適用利率 

（２）利払時期 

（３）計算方法 

（１）お預け入れ時の店頭金利を約定金利として適用します。（変動金利） 

（２）毎年２月、８月の当行所定の日に支払います。 

（３）毎日の最終残高1,000円以上について付利単位を1円とし1年を365日と 

する日割計算をします。 

１２．税金 
○ 20.315％の源泉分離課税（国税15.315％、地方税5％）です。 

○ マル優のお取扱いも可能です。 

１３．付加することのでき 

る特約に関する事項 
○本預金には教育資金管理特約が付加されます。 
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１４．その他参考となる 

   事項 
○本預金は預金保険の対象であり、同保険の範囲内で保護されます。 

１５．金利情報の入手方法 ○窓口にお問い合わせください。 

１６．指定紛争解決機関 

○当行が契約している指定紛争解決機関は一般社団法人全国銀行協会です。 

全国銀行協会連絡先 

全国銀行協会相談室 

電話番号０５７０－０１７１０９または０３－５２５２－３７７２ 

【受付時間：９：００～１７：００ 銀行休業日は除きます】 

 

 
 

 

 

 

 


